
令和７年度決算の概要について 

 

公立大学法人福島県立医科大学 

 

１ はじめに 

   本法人の第 20 期(令和 7 年度)財務諸表については、令和 8 年 8 月 31 日付けで福島

県知事の承認を受けました。 

この財務諸表は、企業会計を原則としつつ、公立大学法人特有の会計処理を加味し 

た「地方独立行政法人会計基準」に基づき作成したものであり、法人の財政状態や運

営状況を示すものです。 

 

２ 財務諸表の概要について 

(１)財政状態(別表 1 貸借対照表参照) 

資産の総額は約 861 億 9 千 1 百万円で、その内訳は土地、建物、工具器具備品等の

固定資産合計が約 647 億 9 千 2 百万円、現金及び預金、未収附属病院収入等の流動資

産合計が約 213 億 9 千 9 百万円となっています。 

    負債の総額は約 483 億 9 千 6 百万円で、その内訳は長期繰延補助金、長期借入金等

の固定負債合計が約 300 億 3 千万円、未払金、未執行の寄附金である寄附金債務等の

流動負債合計が約 183 億 6 千 5 百万円となっています。 

    純資産の総額は約 377 億 9 千 6 百万円で、その内訳は福島県から拠出された土地、

建物等である資本金が約 528 億 8 千 9 百万円、減価償却相当累計額等の資本剰余金が

約△207 億 1 千 5 百万円、利益剰余金が約 56 億 2 千 2 百万円となっています。 

 

(２)運営状況(別表 2 損益計算書参照) 

経常収益合計約 713 億 5 千 4 百万円から経常費用合計約 721 億 2 千 6 百万円を差し

引いた経常損失は約 7 億 7 千 2 百万円で、これに臨時損失約 2 億 4 千 6 百万円、臨時

利益約 1 億 1 千 1 百万円及び前中期目標期間繰越積立金取崩額約 2 千 1 百万円を加減

した当期総損失は約 8 億 8 千 6 百万円となっています。 

令和 7 年度は、附属病院において診療単価の増等により医業収益が増加した一方

で、令和 6 年度に引き続き人件費や委託費をはじめとした諸経費の増加が法人の財務

状況に影響を及ぼしています。 

なお、当期総損失については、地方独立行政法人法第 40 条第 2 項の規定に基づ

き、前中期目標期間繰越積立金を取り崩して全額充当することとしています。 

 

   ア 経常費用 

     経常費用の構成比率は、診療経費が全体の約 40.3％、人件費が約 39.1％、その他

の経費が約 20.6％となっています。 

 

   イ 経常収益 

     経常収益の構成比率は、附属病院収益が全体の約 55.2％、運営費交付金収益が



約 21.1％、その他の収益が約 23.7％となっています。 

 

   ウ 臨時損失 

     臨時損失は、固定資産除却損等で約 2 億 4 千 6 百万円となっています。 

 

  エ 臨時利益 

     臨時利益は、保険金収入等で約 1 億 1 千 1 百万円となっています。 

 

３ おわりに 

本法人では、平成 25 年 5 月に会津医療センター、平成 28 年 12 月にはふくしま国際

医療科学センターを開設したほか、令和 3 年 4 月には保健科学部、令和 5 年 4 月には別

科助産学専攻を設置するなど、医療人の教育・育成や地域医療の充実・支援に積極的に

取り組んでいるところです。令和 7 年度決算においては、令和 6 年度に引き続き当期総

損失を計上することとなり、物価や人件費等の高騰による影響が依然として厳しい状況

であることから、これまで以上に経営の自立・安定化に向けた取り組みを着実に行って

いく必要があります。 

今後も、第 4 期中期目標の達成はもとより、外部資金等の更なる獲得や病院収益の向

上、業務効率化による全ての経費の削減など、一層の財務基盤の充実・強化を図りなが

ら、法人の使命をしっかりと果たしてまいります。 



別表１（貸借対照表）
（単位：百万円）

第19期
（令和6年度）

第20期
（令和7年度）

増　　減
第19期

（令和6年度）
第20期

（令和7年度）
増　　減

土地 8,331 8,331 0 長期繰延補助金等 19,279 17,422 △ 1,857

建物 43,040 40,743 △ 2,297 長期寄附金債務 15 12 △ 3

構築物 856 674 △ 182 長期借入金 9,748 9,762 14

工具器具備品 10,043 8,855 △ 1,188 長期リース債務 2,767 2,259 △ 508

図書 2,159 2,159 0 その他 476 576 100

建設仮勘定 35 456 421 固定負債合計 32,284 30,030 △ 2,254

その他 28 19 △ 9 運営費交付金債務 269 399 130

有形固定資産合計 64,492 61,237 △ 3,255 寄附金債務 3,696 3,695 △ 1

無形固定資産合計 2,496 1,980 △ 516 前受受託研究費等 1,413 749 △ 664

投資その他の資産合計 1,563 1,575 12 １年内返済予定長期借入金 1,840 2,247 407

固定資産合計（１） 68,551 64,792 △ 3,759 未払金 7,561 8,131 570

現金及び預金 11,287 10,004 △ 1,283 短期リース債務 774 743 △ 31

未収附属病院収入 7,368 7,669 301 未払費用 543 562 19

その他未収入金 2,497 3,156 659 賞与引当金 977 1,031 54

医薬品及び診療材料 397 437 40 その他 739 807 68

その他 88 134 46 流動負債合計 17,812 18,365 553

流動資産合計（２） 21,638 21,399 △ 239 負債合計（３） 50,096 48,396 △ 1,700

資本金 52,889 52,889 0

資本剰余金 △ 19,521 △ 20,715 △ 1,194

利益剰余金 6,725 5,622 △ 1,103

（うち当期総利益） △ 879 △ 886 △ 7

純資産合計（４） 40,093 37,796 △ 2,297

資産合計（１＋２） 90,188 86,191 △ 3,997 90,188 86,191 △ 3,997

〔増減の主な内容〕

１　固定資産は、医療-産業トランスレーショナルリサーチセンター廃止による除売却の他、減価償却等により建物や工具器具備品が減少しました。

２　流動資産は、当期総損失の計上等により、現金及び預金が減少しました。

３　補助金財源で取得した固定資産の減価償却や、新規リース契約計上の減に伴う長期リース債務の減少により固定負債が減少しました。
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別表２（損益計算書）
（単位：百万円）

区　　　　　　分
第19期

（令和6年度）
第20期

（令和7年度）
増　　減 区　　　　　　分

第19期
（令和6年度）

第20期
（令和7年度）

増　　減

教育経費 1,969 2,103 134 運営費交付金収益 14,376 15,046 670

研究経費 3,828 2,384 △ 1,444 授業料収益等 1,274 1,286 12

診療経費 28,018 29,036 1,018 講習料収益 17 15 △ 2

教育研究支援経費 277 282 5 附属病院収益 38,037 39,370 1,333

受託研究費等 4,922 6,417 1,495 受託研究等収益 7,102 8,674 1,572

人件費 27,816 28,227 411 補助金等収益 6,399 5,640 △ 759

66,831 68,449 1,618 財源措置予定額収益 1,040 524 △ 516

一般管理費 3,271 3,478 207 財務収益 1 3 2

財務費用 147 183 36 雑益 802 797 △ 5

雑損 11 16 5 69,047 71,354 2,307

70,260 72,126 1,866 資産見返運営費交付金等戻入 - - 0

固定資産除売却損 26 169 143 資産見返寄附金戻入 - - 0

その他 4 77 73 資産見返物品受贈額戻入 - - 0

30 246 216 - - 0

経常利益（５）＝（１-２） △ 1,213 △ 772 441 補助金等収益 2 1 △ 1

当期純利益（６）＝（５＋３-４） △ 1,237 △ 907 330 運営費交付金精算収益化額 - - 0

目的積立金取崩額（７） - - 0 物品受贈益 - - 0

前中期目標期間繰越積立金取崩額（８） 358 21 △ 337 その他 4 110 106

当期総利益（６＋７＋８） △ 879 △ 886 △ 7 6 111 105

〔増減の主な内容〕

１　附属病院収益の増加に伴い、医薬品、診療材料等の診療経費が増加しました。

２　医療-産業トランスレーショナルリサーチセンター廃止による固定資産の除却等に伴い、臨時損失が増加しました。

３　人件費の増は、給与改定等の影響によるものです。
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